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研究成果の概要（和文）：リチウムイオン電池のライフサイクルを考慮した安全設計手法の開発のために、製品
事故事例を調査を行った。最も事故例の大きい内部短絡事象について故障の木解析(FTA)による安全性分析と熱
化学的現象シミュレーションを行った。短絡時の電極材料の不動態化のような本質安全設計の重要性を明らかに
した。リチウムイオン電池の設計者のための安全設計アクティビティモデルを示すとともに、電池製造者、製品
製造者、使用者が異なるというステークホルダー間の複雑性を考慮した制御構造モデルを提示し、各ステークホ
ルダーの安全対策行動を明確にする提案を行った。

研究成果の概要（英文）：We investigated a database of product accidents to develop a safety design 
method of Lithium ion battery considering its product life cycle. Most accidents were caused by 
internal short circuit and thus we analyzed the incidents using Fault Tree Analysis (FTA) and 
numerical simulation of thermochemical phenomena. We found that an inherent safety design such as 
passivation of electrodes in case of short circuit must be the first priority. An activity model for
 safety design of lithium ion battery and a sociotechnical system control structure model for 
clarifying safety action of each stakeholder were presented. 

研究分野：ライフサイクル工学

キーワード： システム安全　製品安全設計　リチウムイオン電池　ライフサイクル　フォルトツリー解析

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 リチウムイオン電池は、優れた性能を持つ
ため小型機器だけでなく、自動車や電力蓄電
など大容量の蓄電用途としても使われ始め
ている。しかし、製造・使用・廃棄・リサイ
クル時における発火・発熱事故は社会問題と
なっているが、安全性を高めるための対策は
体系的ではなく、製品試験も釘刺し試験のよ
うな極端な条件下での試験にとどまってい
る。一方で、安全性を考慮した正極・負極材
料や電解液の開発が盛んに研究されている。
今後は、こうした新規材料を安全性を含めて
評価し、電池を設計、製造、使用さらに廃棄・
再利用していくことが求められる。 
 
２．研究の目的 
 社会問題となっているリチウムイオン電
池利用製品の事故防止のために、化学プロセ
ス設計におけるモデル化、シミュレーション、
システム評価技術を展開した新たな製品安
全設計手法を構築する。そのために、リチウ
ムイオン電池内部及び周辺の熱収支を分析
するためのシミュレーションモデルを構築
する。また、製品の設計から製造、使用、廃
棄に至るライフサイクルを通して起こり得
る事故要因を品質・安全工学の知見を利用し
て分析し、安全対策の有効性を評価する手法
を構築する。これらを用いることで、製品ラ
イフサイクルの情報を統合利用して安全性
を考慮した適切な材料選択や、構造決定を行
うことが可能とし、様々な製品に利用されて
いるリチウムイオン電池の設計を支援する。 
 
３．研究の方法 
（１）手法構築に向けた基礎的検討 
研究基盤の確立に向け、まず現状把握のた
めの情報収集をする。製品評価技術基盤機構
（NITE）などが調査・発行している製品事故
事例データベースから「リチウム」「電池」
のキーワードを持つ事象を抽出し、ライフサ
イクル上の使用段階で起こった事故の分析
を行い、これまでに起こっているリチウムイ
オン電池の事故の中で重要なものを特定す
る。 
 
（２）リチウムイオン電池のシミュレーショ
ンモデルの構築 
電池の熱収支モデルを構築し、事故を想定
した非定常シミュレーションを実施する。
様々なシナリオのもとで事故要因となる現
象を分析可能なモデルを構築する。これによ
り、熱環境の異なる使用環境で使用したとき
など、実際の製品条件に応じたシミュレーシ
ョンが可能となる。熱収支式には安全対策に
よる除熱の項も含め、対策の十分性も評価で
きるようにする。 
申請者らがこれまでに行った「シナリオ分
析」に基づく環境影響評価についての研究に
よって得られた知見が応用できる。 
 

（３）安全対策の評価手法の構築 
安全対策の有効性の評価手法を構築する。
リチウムイオン電池の事故は複数の要因の
連鎖・連動によって発生し、要因事象の経過
に従って適切な対策を取る必要がある。故障
の木解析（フォルトツリー解析、FTA）を用
いることで、製品事故の要因が網羅的に抽出、
階層的に可視化され、製品の構造上の問題や
品質不良、使用段階における不適切な使用な
ど多様な要因間の複雑な相互関係が明確に
なる。さらに、（２）で示したシミュレーシ
ョン結果と組み合わせることで、製品ユニッ
トの材料やシステムの構造を安全性の観点
から定量的に比較評価することが可能とな
る。 
 
（４）設計手法の体系化 
（２）および（３）により構築した手法を
実践するためには、製品設計業務の一連の作
業における具体的な利用方法を明らかにす
る必要がある。ビジネスモデル記述手法
Integrated DEFinition type 0 (IDEF0)を用
い、製品安全設計業務プロセスを詳細に定義
する。IDEF0 は設計プロセスにおけるアクテ
ィビティに関わる情報を入力、出力、制約条
件、メカニズムの 4つに分けて記述し、さら
に階層間の整合性を保ちながら下層アクテ
ィビティを定義できる。これを用い、製品安
全設計の各ステップと入出力情報を定義す
ることで、標準化された安全設計の手順が明
らかになる。 
また、図 1に示すように、リチウムイオン
電池の設計・製造・流通・使用・廃棄という
ライフサイクルでは様々なステークホルダ
ーが関与するが、事故の発生とその原因・対
策に関わるステークホルダーは異なる場合
が多い。そのような異なるステークホルダー
の関係を分析し、社会システムとしての安全
システムの構築のために、制御構造図による
行動と実施者の分析および社会システムと
しての安全対策の検討を行う。 

 
図 1 リチウムイオン電池製品のライフサ
イクルにおける事故原因と安全対策の所在 
 



４．研究成果 
（１）手法構築に向けた基礎的検討 
NITE の事故情報データベースから事故事
象を抽出し、図１のライフサイクル上の使用
段階で起こった事故の分析を行った。事故事
例は、ほとんどが内部短絡による発熱・発火
であったが、その本質原因は不明の事象が多
かった。事故原因が確認できた事象と再発防
止措置の分析と、既存のエアコンの事故分析
との比較の結果、以下の課題が明らかになり、
この課題を解決する解決手法が必要である
と分かった。 
・リチウムイオン電池は、使用時の充放電だ
けでなく熱暴走や劣化の際にも多くの化学
反応を伴い、他の消費者製品と比べ複雑な
メカニズムをもつため、各事故要因に対し
安全対策を提案する必要がある。 
・リチウムイオン電池は、電池組込製品とし
て使用され、電池製造者、製品製造者と使
用者が異なるというステークホルダー間の
複雑性をもつため、各ステークホルダーの
安全対策行動を明確にする必要がある。 
 
（２）リチウムイオン電池のシミュレーショ
ンモデルの構築 
 内部短絡事故に対して、安全対策の効果を
定量的に評価するため、シミュレーションの
ための物理モデルを構築した。図 2に、電池
の内部短絡のモデル図を示す。電池は現在流
通している 18650 電池（直径 18 mm、高さ 65 
mm、円筒形）を想定した。 
  

図 2 リチウムイオン電池内部短絡モデル 
 
電池の温度変化は、 
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より計算した。ここで、 generateoutin QQQ  、、  
はそれぞれ吸熱量、 放熱量、 電池内部から
発生する熱量である。 
図 3に、このモデルによる、放熱装置を設
置したときの温度変化シミュレーション結
果を示す。条件は、 inQ =0、 generateQ  は内部
短絡によるジュール熱のみとし、反応熱を考
慮しない。評価時間は、電池容量がなくなる
まで、または、内部短絡してから 3000 秒後
とした。電池の密度や熱伝達係数など、必要
な値は参考文献および専門家からのヒアリ
ングによった。放熱装置は、 outQ を自然対流
または空気の強制対流による伝熱モデルで
表し評価した。不動態は、内部短絡部の抵抗
R を時間とともに増加させることで評価した。 
 

図 3 放熱装置を設置したときの温度変化 

 図 4 不動態が生成したときの温度変化 

図 3 より、自然対流のみによる放熱時は、
電池は非常に高温になる。実際は 187 ℃程度
で発熱反応が起こり発火する。放熱装置を設
置したときは、放熱量が増加し電池の温度上
昇を防げることがわかる。 
抵抗 Rは、時刻 tに掛かる係数が大きいほど
急激に上昇し、不動態の生成速度が速いこと
を示している。不動態の生成速度が速いほど、
電池の温度上昇が抑制され、3000 秒後も電池
容量はなくならない。 
 図 4に、内部短絡部に不動態が生成したと
きの温度変化を示す。これらの対策は、実験
結果との整合性も合わせて評価する必要が
ある。発熱反応は考慮していないが、ジュー
ル熱による発熱だけでも電池は非常に高温
になるため危険であり、短絡しても発熱しな
い本質的に安全な電池の開発が求められる
ことが明らかになった。 
 
 （３）安全対策の評価手法の構築 
図 5に、内部短絡を原因とした事故の安全
対策を考案するために作成した故障の木解
析図の一部を示す。故障の木解析とは、望ま
しくない事象が発生する際の要因間の因果
関係の論理構造を分析する手法である。安全
対策は解析図上で各事象に対し以下のよう
に導入できると見出した。 
・条件を追加し、事象が発生しても上流で防
護する。例えば、設計時にセパレータの強
度を上げることで、繰り返し使用しても短
絡しないようにする。 



 
・事象そのものの発生を防ぐ。例えば、リコ
ールを実施して危険な製品は使用させなく
する。 
 
このように、故障の木解析図上で既存安全
対策を導入し、新規安全対策を提案できる。 
 
（４）設計手法の体系化 
 製品としての電池は、安全性以外に性能や
使用環境などの要求も満たす必要がある。電
池を総合的に評価し、必要な安全対策を選ぶ
ためにヒートマップを用いた。表 1にヒート
マップを作成時の決定事項を、表 2に本研究
で設定した評価基準を示す。図 6に提案した
安全対策の総合評価のために作成したヒー
トマップを示す。 
 
表 1 ヒートマップを作成時の決定事項 

  
表 2 ヒートマップの評価基準 

 
放熱装置に比べ、不動態の方が安全対策と
しての効果が大きいことがわかる。特に、不
動態の生成が速いほど、電池の安全性が保た

れることがわかり、不動態が急速に生成され
るような材料を選択することが有効だと考
えられる。 
電池の設計段階から体系的に安全対策を
行うために、機能モデリング手法 IDEF0 を用
いてアクティビティモデルを記述した。アク
ティビティモデルによって、設計管理者が電
池性能などの条件や、電池の設計・製造など
全段階からの情報のすべてを統合し、安全な
電池の設計方針を決定するための点が明確
となる。その設計方針に従い、設計者は、実
際の設計図を作成し、設計図に対する評価を
行い、設計管理者にフィードバックする。 
安全性の高いリチウムイオン電池を設計
段階から実現するためには、電池の性能、コ
スト、安全性に関する条件や、電池のライフ
サイクル全体を把握する設計管理者の存在
が不可欠であることがわかった。設計管理者
から出される設計方針に見合った設計を設
計者や評価者が担うことで、安全性の高いリ
チウムイオン電池を設計することが可能と
なる。 
さらに、ステークホルダー間の複雑性を考
慮した上で、社会システムとしてステークホ
ルダーの安全対策行動を明確にするため、解
決手法を検討した。行動と実施者の分析に適
した制御構造図を用いることにした。制御構
造図は、製品システムの要素とその相互作用
をモデル化する。システム内の機器、組織、
環境を要素とし、要素間の相互作用として制
御行動と情報を示す。 
図 7 にリチウムイオン電池製品リコール
に関する制御構造図の概略を示す。リコール
は、消費者が事故製品を見て事故を発見し
(1)、消費者が製造事業者に事故を通報し(2)、
製造事業者や行政、販売事業者が消費者にリ
コール実施を告知し(3)、消費者がリコール
製品の使用を中止する(4)という流れで行わ
れる。 
相互作用に注目することで安全対策に必
要な行動は 2 通りに提案できると考察した。
一つ目は、既存の相互作用を強化する。例え
ば、消費者が事故通報しなければ製造事業者
は事故を把握できずリコールが行われない。
そのため、行政や製造事業者が消費者に事故
通報制度を周知すること(2’)が有効である。
二つ目は、新規の相互作用を構築する。例え
ば、リコール情報が消費者に周知されなけれ
ば製品は使用中止されない。 
 

図 5 安全対策を考案するための故障の木
解析図 

図 6 ヒートマップを用いた電池の総
合評価 



 
そのため、製造事業者が消費者を介さず
IoT 技術を応用し、遠隔操作で製品を停止し
たり、直接リコール情報を表示したりする技
術(3’)が有効である。このように、制御構
造図を用いて、安全対策に必要な行動と実施
者を提案できる。 
 
（５）まとめ 
 故障の木解析により製品や事故のメカニ
ズムの面から安全対策を提案し、制御構造図
によりステークホルダーや制度の面から安
全対策に必要な行動と実施者を提案するこ
とで、ライフサイクルを考慮したリチウムイ
オン電池の安全設計支援が可能となった。ま
た、これらの手法によって提案される安全対
策の効果を定量的に評価するため、シミュレ
ーションモデルを構築した。今後はこれら手
法を応用し、リチウムイオン電池にとどまら
ず、多様な製品の安全設計支援に役立てるこ
とが期待されるほか、各安全設計案の評価や
選択支援が必要となる。 
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図 7  リチウムイオン電池製品 
リコールに関する制御構造図の概略 


